
民間送達サービス（e-私書箱）を活用した

年末調整/確定申告の簡素化に関して

2018年11月5日

株式会社野村総合研究所
未来創発センター 制度戦略室
室長 梅屋 真一郎

納税環境整備関する専門家会合

MOFF0522
スタンプ



Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 1

NRIはマイナポータルと連携する民間送達サービス（e-私書箱）を
9月25日よりサービス開始

引用）第2回 納税環境整備に関する専門家会合（2018年10月29日）資料
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e-私書箱は民間企業がマイナポータルと繋がるためのGWサービス。
まずは、弊社従業員向けに給与・厚生関連情報をマイナポータル接続
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行政オンライン化推進の支援策として、就労証明書の電子化に着手。
今後、本サービスを年末調整/確定申告電子化の受け皿へ
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実サービス・デモをご覧ください。

①就労証明書電子化 【デモ】

②弊社給与明細のマイナポータル連携 【実サービス】

③マイナポータルを活用した年末調整電子化 【デモ】






